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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第一の基板の主面上に第一の回路電極が形成された第一の回路部材と、第二の基板の主
面上に第二の回路電極が形成された第二の回路部材とを、前記第一の回路電極と前記第二
の回路電極とを対向させた状態で接続するためのフィルム状の回路接続材料であって、
　接着剤成分、導電粒子及び光の最大吸収波長が８００～１２００ｎｍの範囲内にある近
赤外線吸収色素を含む接着剤組成物からなる導電性接着剤層と、接着剤成分及び前記近赤
外線吸収色素を含み且つ導電粒子を含まない接着剤組成物からなる絶縁性接着剤層と、が
順次積層された構造を有し、
　前記導電性接着剤層がゴム粒子を含有し、
　前記導電性接着剤層及び前記絶縁性接着剤層における前記接着剤組成物の樹脂固形分全
体に対する前記近赤外線吸収色素の含有量が０．１～１０質量％であり、
　前記近赤外線吸収色素がフタロシアニン系化合物である回路接続材料。
【請求項２】
　前記導電性接着剤層及び前記絶縁性接着剤層における前記接着剤組成物がフィルム形成
性高分子を含有する、請求項１に記載の回路接続材料。
【請求項３】
　前記導電性接着剤層における前記ゴム粒子の含有量は、前記接着剤成分全体を基準とし
て５～５０質量部である、請求項１又は２に記載の回路接続材料。
【請求項４】
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　前記ゴム粒子はシリコーンゴム粒子である、請求項１～３のいずれか一項に記載の回路
接続材料。
【請求項５】
　第一の基板の主面上に第一の回路電極が形成された第一の回路部材と、
　第二の基板の主面上に第二の回路電極が形成され、前記第二の回路電極と前記第一の回
路電極とが対向するように配置された第二の回路部材と、
　前記第一の基板と前記第二の基板との間に設けられ、前記第一の回路部材と前記第二の
回路部材とを接続する回路接続部と、を備える接続構造体であって、
　前記回路接続部が、請求項１～４のいずれか一項に記載の回路接続材料に近赤外線領域
の光を照射することにより前記接着剤組成物を硬化させた樹脂硬化物を含む接続構造体。
【請求項６】
　前記第一の回路部材及び前記第二の回路部材の少なくとも一方は、波長８００～１２０
０ｎｍの光の分光透過率が５０％以上である、請求項５記載の接続構造体。
【請求項７】
　第一の基板の主面上に第一の回路電極が形成された第一の回路部材と第二の基板の主面
上に第二の回路電極が形成された第二の回路部材とを、前記第一の回路電極及び前記第二
の回路電極が対向するように配置し、これらの間に請求項１～４のいずれか一項に記載の
回路接続材料を介在させて、前記第一の回路部材及び前記第二の回路部材と前記回路接続
材料とを密着させた状態で近赤外線領域の光を照射して前記回路接続材料の前記接着剤組
成物を硬化させることにより、前記第一の回路部材と前記第二の回路部材とを接続する工
程を備える接続構造体の製造方法。
【請求項８】
　前記第一の回路部材及び前記第二の回路部材の少なくとも一方は、波長８００～１２０
０ｎｍの光の分光透過率が５０％以上である、請求項７記載の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回路接続材料、接続構造体及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　回路部材同士またはＩＣチップ等の電子部品と回路部材の接続とを電気的に接続する際
には、接着剤に必要に応じて導電粒子を分散させた異方導電性接着剤が用いられている。
このような接着剤を、相対峙する回路部材の電極間に配置し、加熱及び加圧によって回路
部材同士を接続することで、隣接する電極間では絶縁性を維持しつつ対向する電極間の電
気的接続を行うことができる。こうした異方導電性接着剤として、エポキシ樹脂をベース
とした回路接続材料が提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【特許文献１】特開平３－１６１４７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　上述のような回路接続材料を用いた回路部材の接続方法は、回路部材同士またはＩＣチ
ップ等の電子部品と回路部材との間に異方導電性接着剤を介在させた状態で、回路部材同
士またはＩＣチップ等の電子部品と回路部材とを重ね合わせ、圧着ツールを使用して加熱
及び加圧することにより熱圧着するものである。このとき行われる加熱加圧の条件は、例
えば１５０～２２０℃、１～５ＭＰａ、１５～４秒間程度である。
【０００４】
　ところで、近年の電子機器の小型化、精密化に伴い、異方導電性接着剤にも微細な電極
構造を有する回路部材を十分な信頼性で接続できるように高分解能を有することが求めら
れるようになってきた。
【０００５】
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　本発明者らは、かかる要求に応えるために、短時間の加熱で接続して、材料の熱膨張や
熱収縮の影響を低減することに着目した。通常、短時間で接続を行うためには一層の高温
で加熱することが必要となる。ところが、従来の異方導電性接着剤に高温加熱を施して接
続を行うと、得られる接続構造体の接続抵抗値が上昇したり、熱衝撃試験や高温高湿試験
等の信頼性試験における接続抵抗値が上昇したりする傾向があった。かかる傾向が、高分
解能が要求される回路接続材料の短時間接続を実現するうえでの障害となっていた。
【０００６】
　例えば、エポキシ樹脂とイミダゾール系混合物などの従来の回路接続材料を用いて行わ
れる加熱・加圧条件は通常１７０～２２０℃、１５～４秒間程度である。ここで、４秒間
以下の短時間接続を可能にするためには、２２０℃を超える温度での加熱が必要となる。
このような高温下で、ＩＣチップを異方導電性接着剤を介して、ポリイミドやポリエステ
ル、ポリカーボネートなどの高分子フィルム基材、またはガラス基板などの接続基板と接
続すると、接続後にＩＣチップと基板との熱膨張率差に起因する内部応力によって、接続
部の接続抵抗が増大したり接着剤の剥離が生じたりすることが懸念される。また、接続後
にＩＣチップと基板との熱膨張率差によって、反りが発生し、狭額縁が必要とされる液晶
パネルなどにおいては、表示品位が低下することが懸念される。
【０００７】
　一方、加熱温度を２２０℃以下にして４秒間以下の短時間接続を可能にするための手段
として、スルホニウム塩等の反応性が高い潜在性硬化剤を用いることが考えられる。しか
しながら、１８０℃以上の加熱温度では回路接続材料の硬化反応が急速に進行するため、
圧着時の樹脂流動が不十分となり、電気的導通性が低下するなどの問題が発生してしまう
傾向がある。
【０００８】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであり、対向配置された電極同士を短時間且
つ高分解能で接続することが可能で、接続信頼性に十分優れる回路接続材料を提供するこ
とを目的とする。また、このような回路接続材料を用いて接続することにより、反りの発
生が十分に抑制され接続信頼性が十分に高い接続構造体を提供すること、及び当該接続構
造体の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するために、本発明は、第一の基板の主面上に第一の回路電極が形成さ
れた第一の回路部材と、第二の基板の主面上に第二の回路電極が形成された第二の回路部
材とを、第一の回路電極と第二の回路電極とを対向させた状態で接続するためのフィルム
状の回路接続材料であって、接着剤成分、導電粒子及び光の最大吸収波長が８００～１２
００ｎｍの範囲内にある近赤外線吸収色素を含む接着剤組成物からなる導電性接着剤層と
、接着剤成分及び前記近赤外線吸収色素を含み且つ導電粒子を含まない接着剤組成物から
なる絶縁性接着剤層と、が順次積層された構造を有し、導電性接着剤層がゴム粒子を含有
し、導電性接着剤層及び絶縁性接着剤層における接着剤組成物の樹脂固形分全体に対する
近赤外線吸収色素の含有量が０．１～１０質量％であり、近赤外線吸収色素がフタロシア
ニン系化合物である、回路接続材料を提供する。
【００１０】
　このような回路接続材料は、波長が８００～１２００ｎｍの近赤外線照射を行なうこと
によって短時間且つ高分解能で回路電極を接続することができる。すなわち、近赤外線照
射によって接着剤組成物の硬化反応が促進されるので、高分解能が要求される微細構造を
有する回路部材同士の接続であっても短時間で行うことが可能となる。また、接続時の加
熱温度の低減や加熱時間の短縮が図られ、回路部材やＩＣチップ等の電子部品等における
熱膨張や熱収縮の発生が抑制される。これによって、接続後の反りの発生や残留応力の発
生を抑制され、確実に回路部材同士を接続するともに回路部材同士の接続信頼性を向上さ
せることができる。
【００１１】
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　本発明における上記接着剤組成物は、光の最大吸収波長が８００～１２００ｎｍの範囲
内にある近赤外線吸収色素を含む。
【００１２】
　このような回路接続材料は、近赤外線吸収色素を含有するため、近赤外線照射によって
近赤外線吸収色素が発熱して接着剤組成物の硬化反応が促進される。したがって、短時間
且つ高分解能で回路電極を接続することでき、高分解能が要求される微細構造を有する回
路部材同士の接続を短時間で行うことが可能となる。
【００１３】
　本発明では、接着剤組成物の樹脂固形分全体に対する前記近赤外線吸収色素の含有量が
０．１～１０質量％である。これによって、低温且つ短時間で回路接続材料を硬化させる
ことが可能となり、一層確実に回路部材同士を接続するともに接続信頼性を一層向上させ
ることができる。
【００１４】
　本発明において、導電性接着剤層における接着剤組成物が導電粒子を含有する。これに
よって、対向配置された回路電極同士を容易に導通させることができる。このような回路
接続材料は作業性に優れている。
【００１５】
　本発明において、接着剤組成物がフィルム形成性高分子を含有することが好ましい。こ
れにより、回路接続材料のフィルム形成性を十分良好にすることができる。また、導電粒
子を含有する場合に、該導電粒子の分散状態を一層均一に保持することができる。このよ
うな回路接続材料は、導電粒子を介して対向配置された回路電極同士を一層容易に導通さ
せるとともに、同一基板上で隣接する回路電極間を確実に絶縁することができる。このよ
うな回路接続材料は作業性に一層優れている。
【００１６】
　本発明ではまた、第一の基板の主面上に第一の回路電極が形成された第一の回路部材と
、第二の基板の主面上に第二の回路電極が形成され、第二の回路電極と第一の回路電極と
が対向するように配置された第二の回路部材と、第一の基板と第二の基板との間に設けら
れ、第一の回路部材と第二の回路部材とを接続する回路接続部と、を備える接続構造体で
あって、回路接続部が、上述の回路接続材料に近赤外線領域の光を照射することにより前
記接着剤組成物を硬化させた樹脂硬化物を含む接続構造体を提供する。
【００１７】
　このような接続構造体は、上述の特徴を有する回路接続材料に近赤外線領域の光を照射
して硬化させた樹脂硬化物を含む回路接続部を備えるため、熱膨張や熱収縮による変形や
残留応力が十分に抑制されている。このため、反り等の発生が低減され、接続信頼性に十
分に優れている。また、このような接続構造体は、狭額縁が必要とされる液晶パネルなど
において特に有用であり、表示品位に優れたものである。
【００１８】
　本発明ではまた、第一の基板の主面上に第一の回路電極が形成された第一の回路部材と
第二の基板の主面上に第二の回路電極が形成された第二の回路部材とを、第一の回路電極
及び第二の回路電極が対向するように配置し、これらの間に上述の回路接続材料を介在さ
せて、第一の回路部材及び前記第二の回路部材と回路接続材料とを密着させた状態で近赤
外線領域の光を照射して、回路接続材料の接着剤組成物を硬化させることにより、第一の
回路部材と第二の回路部材とを接続する工程を備える接続構造体の製造方法を提供する。
【００１９】
　この製造方法では、上述の回路接続材料に近赤外線領域の光を照射することによって、
第一の回路電極と第二の回路電極とを電気的に接続するため、短時間且つ高分解能で接続
することができる。この製造方法で得られる接続構造体は、熱膨張や熱収縮による変形や
残留応力が抑制されているため、反り等の発生が十分に低減されている。したがって、確
実に回路部材同士を接続することができる。また、接続信頼性にも十分に優れている。こ
の製造方法は、狭額縁が必要とされる液晶パネルなどにおいて特に有用であり、表示品位
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に優れた接続構造体を得ることができる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、対向配置された電極同士を短時間且つ高分解能で接続することが可能
で、接続信頼性に十分優れる回路接続材料を提供することができる。また、このような回
路接続材料を用いて接続することにより高信頼性の接続構造体、及びかかる特性を備える
接続構造体の製造方法を提供することができる。すなわち、本発明の回路接続材料によれ
ば、回路部材同士またはＩＣチップ等の電子部品と回路部材とを短時間で接続することが
でき、熱膨張や熱収縮の発生を十分に抑制された接続構造体を得ることができる。これに
よって、接続構造体の反りの発生が十分に低減され、接続信頼性に十分優れる接続構造体
を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下、図面を参照しながら本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。なお、図
面中、同一又は相当部分には同一符号を付し、重複する説明は省略する。また、寸法比率
は図面の比率に限られるものではない。
【００２２】
　図１は、本発明の回路接続材料の好適な一実施形態を示す模式断面図である。本発明の
一実施形態であるフィルム状の回路接続材料１００は、導電粒子１と接着剤成分２と近赤
外線吸収色素３とを含む接着剤組成物３０からなる。図１に示すように、導電粒子１及び
近赤外線吸収色素３は、接着剤成分２を主成分とする接着剤組成物３０中に均一に分散さ
れている。
【００２３】
　図２は、本発明の回路接続材料の別の実施形態を示す模式断面図である。フィルム状の
回路接続材料１１０は、導電性接着剤層４０及び絶縁性接着剤層５０が順次積層されてい
る構造を有する。すなわち、回路接続材料１１０は、導電粒子１、接着剤成分２及び近赤
外線吸収色素３を含む接着剤組成物３０からなる導電性接着剤層４０と、導電性接着剤層
４０の一方の面に接するように形成された、接着剤成分２及び近赤外線吸収色素３を含む
接着剤組成物３２からなる絶縁性の絶縁性接着剤層５０とを有する。
【００２４】
　図３は、本発明の回路接続材料のさらに別の実施形態を示す模式断面図である。フィル
ム状の回路接続材料１２０は、絶縁性接着剤層５０、導電性接着剤層４０及び絶縁性接着
剤層５０が順次積層されている積層構造を有する。すなわち、回路接続材料１２０は、導
電粒子１、接着剤成分２及び近赤外線吸収色素３を含む接着剤組成物３０からなる導電性
接着剤層４０と、該導電性接着剤層４０を挟むようにして該導電性接着剤層４０の両面上
にそれぞれ形成された、接着剤成分２及び近赤外線吸収色素３を含む接着剤組成物３２か
らなる絶縁性接着剤層５０とを備える。
【００２５】
　なお、図２及び図３では、フィルム状の回路接続材料を構成する全ての層が近赤外線吸
収色素３を含有していたが、回路接続材料は、近赤外線吸収色素３を含有しない層を有し
ていてもよい。
【００２６】
　また、図１、図２及び図３には図示していないが、フィルム状の回路接続材料１００、
１１０及び１２０は、少なくとも一方の表面に、作業性向上やごみ付着防止のため、剥離
可能な剥離性基材（支持フィルム）を有していてもよい。
【００２７】
　上記各実施形態に係る回路接続材料１００、１１０及び１２０は、最大吸収波長を８０
０～１２００ｎｍの範囲内に有する近赤外線吸収色素を含有する。この近赤外線吸収色素
は、近赤外線発光源からの光を吸収する。吸収された光エネルギーは放熱され、回路接続
材料の硬化を促進し、樹脂硬化物を得ることができる。これにより、例えば、回路部材同
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士の接続際に圧着ツール等を使用して加熱することなく、接着剤組成物が硬化した樹脂硬
化物を得ることができる。このため本実施形態に係る回路接続材料は、短時間且つ高分解
能で回路電極同士を接続することができる。このような回路接続材料によって回路部材を
接続することにより、熱膨張や熱収縮が十分に抑制された回路部材の接続構造を得ること
ができる。このような接続構造では、反りの発生が十分に抑制されており、確実に回路電
極同士を接続することができる。また、接続信頼性にも十分に優れている。
【００２８】
　なお、本発明の回路接続材料は導電粒子を含有していなくてもよい。この場合、対向配
置された回路電極同士が直接接触することによって、電気的に導通させることができる。
【００２９】
　以下、図２に示す、導電性接着剤層４０と絶縁性接着剤層５０とが積層されている回路
接続材料１１０について詳細に説明する。
【００３０】
　導電性接着剤層４０を構成する接着剤組成物３０は、導電粒子１、接着剤成分２及び近
赤外線吸収色素３を含有する。導電粒子１及び近赤外線吸収色素３は、接着剤成分２中に
均一に分散されている。導電性接着剤層４０は、対向配置された一対の回路部材を接続す
る際に、それぞれの回路部材の主面上に設けられた、対向する回路電極同士を、導電粒子
１を介して電気的に導通させることができる。すなわち、導電性接着剤層４０は、同一回
路部材上の隣接する回路電極間の絶縁性を維持しつつ対向配置された回路電極同士を電気
的に接続させることができる。
【００３１】
　接着剤組成物３０は、接着剤成分２として、熱硬化性樹脂を含有することが好ましい。
熱硬化性樹脂としては、エポキシ樹脂と、イミダゾール系、ヒドラジド系、三フッ化ホウ
素－アミン錯体、スルホニウム塩、アミンイミド、ポリアミンの塩、またはジシアンジア
ミド等の潜在性硬化剤との混合物や、ラジカル反応性樹脂と有機過酸化物との混合物など
が好適である。熱硬化性樹脂の含有量は、接着剤成分２全体を基準として２０～７０質量
％であることが好ましい。
【００３２】
　上記エポキシ樹脂としては、エピクロルヒドリンとビスフェノールＡやＦ、ＡＤ等とか
ら誘導されるビスフェノール型エポキシ樹脂、エピクロルヒドリンとフェノールノボラッ
クやクレゾールノボラックとから誘導されるエポキシノボラック樹脂、ナフタレン環を含
んだ骨格を有するナフタレン系エポキシ樹脂、及びグリシジルアミン、グリシジルエーテ
ル、ビフェニル、脂環式等の１分子内に２個以上のグリシジル基を有する各種のエポキシ
化合物等のうち、１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００３３】
　これらのエポキシ樹脂は、エレクトロンマイグレーション防止の観点から、不純物イオ
ン（Ｎａ＋、Ｃｌ－等）や加水分解性塩素等を３００ｐｐｍ以下に低減した高純度品を用
いることが好ましい。
【００３４】
　接着剤組成物３０は、接着剤組成物３０のフィルム形成性をより良好なものとする観点
から、接着剤成分２としてフィルム形成性高分子を含有することが好ましい。フィルム形
成性高分子としては、フェノキシ樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂等の熱可塑性
樹脂が挙げられる。これらのフィルム形成性高分子は、熱硬化性樹脂の硬化時に発生する
応力を緩和する効果を有する。また、フィルム形成性高分子は、接着性を向上する観点か
ら、水酸基等の官能基を有することが好ましい。
【００３５】
　また、接着剤組成物３０は、接着剤成分２として、潜在性硬化剤などの硬化剤を含有す
ることが好ましい。硬化剤としては、例えばエポキシ樹脂用硬化剤を用いることができる
。かかる硬化剤として、アミン系、フェノール系、酸無水物系、イミダゾール系、ヒドラ
ジド系、ジシアンジアミド、三フッ化ホウ素－アミン錯体、スルホニウム塩、ヨードニウ
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ム塩、アミンイミド等が挙げられる。これらは、１種を単独で、又は２種以上を組み合わ
せて使用することができ、さらに分解促進剤、抑制剤等を混合して用いてもよい。
【００３６】
　光の最大吸収波長を８００～１２００ｎｍの範囲内に有する近赤外線吸収色素としては
、アゾ系、アミニウム系、アンスラキノン系、シアニン系、ジイモニウム系、スクアリリ
ウム系、ナフタロシアニン系、フタロシアニン系化合物等が挙げられる。これらのうち１
種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。このとき、近赤外線吸収色
素の最大吸収波長は、市販の分光光度計を用い分光透過率を測定して求めることができる
。
【００３７】
　近赤外線吸収色素の具体例としては、山本化成株式会社製の「ＹＫＲ」シリーズ、株式
会社日本触媒製の「イーエクスカラー」シリーズ、日本化薬株式会社製の「ＩＲＧ」シリ
ーズ、エポリン社製の「エポライト」シリーズ等が挙げられる。これらのうち、各種溶媒
への溶解性が高く、耐熱性および耐光性を有しつつ近赤外線吸収性能にも優れることから
、フタロシアニン系化合物である山本化成社株式会社製の「ＹＫＲ」シリーズ、株式会社
日本触媒製の「イーエクスカラー」シリーズが特に好ましい。
【００３８】
　近赤外線吸収色素の含有量は、接着剤組成物３０に含まれる樹脂固形分全体を基準とし
て、０．１～１０質量％であることが好ましい。この含有量が０．１質量％未満であると
、近赤外線発光源から照射される光を十分に吸収できず、硬化が十分に進行しない傾向が
ある。なお、硬化の進行度合いは、硬化反応率を求めることによって判断できる。硬化反
応率は、ＤＳＣ（示差走査熱分析）を用いて、回路接続材料の硬化前の発熱量と、硬化後
の発熱量とを測定し、両者の差異から求めることができる。十分な接続信頼性で回路部材
を接続する観点から、硬化反応率は８０％以上であることが好ましい。
【００３９】
　一方、近赤外線吸収色素の含有量が１０質量％を超えると、近赤外線領域の光が回路接
続材料全体に均一に照射されず、硬化状態にムラが発生する傾向がある。この場合、硬化
が十分に進行しない部分が発生する傾向がある。なお、本明細書における「樹脂固形分」
とは、常温（２０℃）でトルエンに溶解しない成分をいう。
【００４０】
　導電性接着剤層４０には、異方導電性を積極的に付与する目的で導電粒子１が分散され
ている。このように、導電粒子１が分散されていることによって、回路接続材料１１０に
より接続されるチップのバンプや基板電極等の高さにばらつきがあっても、高い信頼性で
対向する回路電極同士を電気的に接続することができる。
【００４１】
　導電粒子１としては、例えばＡｕ、Ａｇ、Ｎｉ、Ｃｕ、はんだ等の金属を含む導電性を
有する粒子を例示できる。導電粒子１は、ポリスチレン等の高分子からなる球状の核材と
、該核材の表面に、Ａｕ、Ａｇ、Ｎｉ、Ｃｕ、はんだ等の金属からなる導電層とを有する
粒子であることが好ましい。また、導電粒子１は、導電性を有する導電層の表面に、さら
にＳｎ、Ａｕ、はんだ等の表面層を有していてもよい。
【００４２】
　導電粒子１の粒径は、同一回路部材に設けられる回路電極の最小の間隔（同一回路部材
上で隣接する電極の間隔）よりも小さいことが必要である。また、導電粒子１の粒径は、
これらの回路電極の高さにばらつきがある場合、その高さばらつきよりも大きいことが好
ましい。かかる観点から、導電粒子１の平均粒径は、１～１０μｍであることが好ましく
、２～５μｍであることがより好ましい。平均粒径が１μｍ未満であると、回路電極の高
さばらつきに十分に対応できずに回路電極間の十分な導電性が損なわれる傾向があり、１
０μｍを超えると、隣接する回路電極間の十分な絶縁性が損なわれる傾向がある。
【００４３】
　導電性接着剤層４０における導電粒子１の含有量は、接着剤組成物３０の全体積を基準
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として、０．１～３０体積％であることが好ましい。この含有率が０．１体積％未満であ
ると、接続すべき回路電極上の導電粒子の数が減少するために接触点数が不足し、接続す
る回路電極間における十分な導電性が損なわれる傾向がある。一方、該含有率が３０体積
％を超えると、導電粒子の表面積が著しく増加し、導電粒子が２次凝集により連結しやす
くなって、同一回路部材上で隣接する回路電極間の十分な絶縁性が損なわれる傾向がある
。
【００４４】
　回路接続材料１１０を構成する絶縁性接着剤層５０は、絶縁性を有する層である。絶縁
性接着剤層５０は、対向配置された回路部材同士を接続した際に、同一基板上で隣接する
回路電極間の絶縁性を十分に確保する（好ましくは、隣接する電極間の絶縁抵抗値を１×
１０８Ω以上とする）ことが可能なものであれば、その組成は特に限定されず、例えば、
上述の導電性接着剤層４０から導電粒子１を除いた組成と同様の組成とすることができる
。
【００４５】
　導電性接着剤層４０及び絶縁性接着剤層５０には、更に無機質充填材やゴム粒子を混入
・分散させることができる。これらは、導電粒子１、及び近赤外線吸収色素３と共に混入
・分散させることができる。なお、これらは、導電粒子１を含まない絶縁性接着剤層５０
に、これらを混入・分散させてもよいが、導電粒子１を有する導電性接着剤層４０に混入
・分散させることが好ましい。無機質充填材やゴム粒子を接着剤組成物３０に添加するこ
とにより、対向する回路部材同士を接続する際の導電性接着剤層４０の溶融粘度を、絶縁
性接着剤層５０の溶融粘度よりも容易に且つ十分に高くすることができる。これによって
、対向配置された回路部材同士を接続する際に、回路部材の主面上に設けられた電極上か
らの導電粒子が流出するのを抑制することができる。したがって、高分解能及び長期接続
信頼性を高水準で両立することができる。
【００４６】
　無機質充填材としては、特に制限されず、例えば、溶融シリカ、結晶質シリカ、ケイ酸
カルシウム、アルミナ、炭酸カルシウム等の粉体が挙げられる。無機充填材の平均粒径は
、接続部での導通不良を防止する観点から、３μｍ以下であることが好ましい。
【００４７】
　無機質充填材を用いる場合、その配合量は、導電性接着剤層４０及び絶縁性接着剤層５
０の双方において、接着剤組成物３０及び３２全体をそれぞれ基準（１００質量部）とし
て、５～１００質量部であることが好ましい。なお、無機質充填材の配合量を増やすこと
によって、導電性接着剤層４０及び絶縁性接着剤層５０の溶融粘度を高くすることができ
る。
【００４８】
　導電性接着剤層４０及び絶縁性接着剤層５０に分散されるゴム粒子としては、ガラス転
移温度が２５℃以下のものが好ましい。具体的には、ブタジエンゴム、アクリルゴム、ス
チレン－ブタジエン－スチレンゴム、ニトリル－ブタジエンゴム、シリコーンゴム等を好
適に用いることができる。ゴム粒子としては、０．１～１０μｍの平均粒径を有するもの
が好ましく、平均粒径以下の粒子が粒径分布の８０％以上を占めるものがより好ましい。
また、ゴム粒子としては、０．１０～５μｍの平均粒径を有するものが更に好ましい。ま
た、接着剤組成物中での分散性を向上させる観点から、ゴム粒子は、その表面がシランカ
ップリング剤で処理されていることが好ましい。
【００４９】
　ゴム粒子の中でシリコーンゴム粒子は、耐溶剤性に優れる他、分散性にも優れるため、
好ましく用いることができる。なお、シリコーンゴム粒子は、シラン化合物やメチルトリ
アルコキシシラン及び／又はその部分加水分解縮合物を、苛性ソーダ、アンモニア等の塩
基性物質によりｐＨ９以上に調整したアルコール水溶液に添加し、加水分解、重縮合させ
る方法や、オルガノシロキサンの共重合等で得ることができる。また、シリコーン粒子は
、分子末端もしくは分子内側鎖に水酸基、エポキシ基、ケチミン、カルボキシル基、メル



(9) JP 4978493 B2 2012.7.18

10

20

30

40

50

カプト基等の官能基を有することによって、接着剤組成物中での分散性を向上することが
できる。このため、このようなシリコーン粒子は好ましく用いられる。
【００５０】
　ゴム粒子を用いる場合、その配合量は、導電性接着剤層４０及び絶縁性接着剤層５０の
いずれにおいても、接着剤成分２全体を基準（１００質量部）として５～５０質量部であ
ることが好ましい。
【００５１】
　回路接続材料１１０において、導電性接着剤層４０の厚みは、３～１５μｍであること
が好ましく、５～１０μｍであることがより好ましい。この厚みが３μｍ未満であると、
好適な平均粒径である導電粒子を適用した場合において、導電性接着剤層の形成性が低下
する傾向がある。一方、当該厚みが１５μｍを超えると、回路電極上からの導電粒子の流
出が多くなり、隣接する回路電極間の絶縁性と接続すべき回路電極間の導電性を十分に確
保しにくくなる傾向がある。
【００５２】
　絶縁性接着剤層５０の厚みは、第一の基板の主面上に形成された第一の回路電極厚みと
、第二の基板の主面上に形成された第二の回路電極厚みとの総和以下であることが好まし
い。絶縁性接着剤層５０の厚みが第一の回路電極の厚みと第二の回路電極の厚みとの総和
よりも大きいと、回路電極上からの導電粒子の流出が多くなり、隣接する回路電極間の絶
縁性と接続すべき回路電極間（対向する回路電極間）の導電性とを高水準で両立すること
が困難になる傾向がある。
【００５３】
　回路接続材料１１０において、導電性接着剤層４０は、絶縁性接着剤層５０よりも、対
向配置された回路部材同士を接続する際の溶融粘度が高いことが好ましい。ここで、接続
する際の溶融粘度とは、回路接続材料１１０を用いて対向配置された回路部材同士を接続
する際の加熱温度における溶融粘度である。なお、対向配置された回路部材同士を接続す
る際の回路接続材料１１０の温度は、回路接続材料１１０中の接着剤の硬化性等に応じて
適宜調整されるが、例えば、１２０℃～２５０℃の範囲である。したがって、その温度範
囲内において、導電性接着剤層４０の溶融粘度が絶縁性接着剤層５０の溶融粘度よりも高
いことが好ましい。
【００５４】
　次に、回路接続材料１１０の製造方法の一例について説明する。
【００５５】
　まず、導電性接着剤層４０形成用の塗布液を調製する。具体的には、接着剤成分２、導
電粒子１及び近赤外線吸収色素３を有機溶剤に溶解または分散させ、液状化して塗布液を
調製する。このとき用いる溶剤は、材料の溶解性を向上させる観点から、芳香族炭化水素
系と含酸素系の混合溶剤が好ましい。接着剤成分２は、熱硬化性樹脂のほかに潜在性硬化
剤などの硬化剤、フィルム形成性高分子等を含んでいてもよい。
【００５６】
　次に、この塗布液を通常の剥離性基材（支持フィルム）上に塗布し、硬化剤の活性温度
以下で加熱して溶剤を除去することにより、支持フィルム上に接着剤組成物３０からなる
導電性接着剤層４０を形成することができる。なお、剥離性基材としては、離型性を有す
るように表面処理されたＰＥＴフィルム等が好適に用いられる。
【００５７】
　絶縁性接着剤層５０は、導電粒子１を配合しないこと以外は、導電性接着剤層４０の形
成方法と同様にして形成することができる。
【００５８】
　上記の通り形成された導電性接着剤層４０及び絶縁性接着剤層５０をラミネートする方
法や、各層を順次塗工する方法などの公知の方法によって、導電粒子を含有する導電性接
着剤層４０と導電粒子を含有しない絶縁性接着剤層５０が積層された回路接続材料１１０
を製造することができる。
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【００５９】
　上記実施形態に係る回路接続材料１１０を用いて形成された回路部材の接続構造につい
て説明する。
【００６０】
　図４は、本発明に係る回路部材の接続構造体の好適な一実施形態を示す模式断面図であ
る。接続構造体２００は、第一の基板１１及び第一の回路電極１２を有する第一の回路部
材１０と、第二の基板２１及び第二の回路電極２２を有する第二の回路部材２０とが、回
路接続部１５０によって接続されている。第一の回路電極１２は第一の基板１１の一面（
主面）上に形成されており、第二の回路電極２２は第二の基板２１の一面（主面）上に形
成されている。そして、第一の回路部材１０及び第二の回路部材２０は、第一の回路電極
１２と第二の回路電極２２とが対向するように接続されている。回路接続部１５０は、樹
脂組成物３０，３２の樹脂硬化物からなり、当該樹脂硬化物は樹脂成分５と導電粒子１と
近赤外線吸収色素３と含有している。
【００６１】
　すなわち、接続構造体２００の回路接続部１５０には、第一の回路部材１０と第二の回
路部材２０とが対向する方向に、導電粒子１の含有量が互いに異なる複数の樹脂硬化物層
が積層されている。
【００６２】
　接続構造体２００では、対峙する第一の回路電極１２と第二の回路電極２２とが、導電
粒子１を介して電気的に接続されている。なお、回路接続部が導電粒子を含有しない場合
は、対向する回路電極同士が直接接触することによって、対向配置された回路部材が電気
的に接続される。
【００６３】
　第一の回路部材１０及び第二の回路部材２０は、回路電極１２及び２２がそれぞれ形成
された面（主面）を有する。材質に特に制限はないが、第一の回路部材１０及び第二の回
路部材２０の少なくとも一方は、波長８００～１２００ｎｍの光の分光透過率が５０％以
上であることが好ましい。
【００６４】
　第一の回路部材１０及び第二の回路部材２０の具体例として、液晶ディスプレイに用い
られるＩＴＯ等で電極が形成されているガラス基板、プラスチック基板、プリント配線板
、セラミック配線板、フレキシブル配線板、半導体シリコンチップ等が挙げられる。これ
らのうち、波長８００～１２００ｎｍの光に対して高い分光透過率を有する観点から、ガ
ラス基板及びプラスチック基板が好ましい。これらの基板は必要に応じて組み合わせて用
いてもよい。また、第一の回路部材１０及び第二の回路部材２０は、その表面に、銅、ア
ルミニウム等の金属やＩＴＯ（ｉｎｄｉｕｍ　ｔｉｎ　ｏｘｉｄｅ）、窒化ケイ素（Ｓｉ
Ｎｘ）、二酸化ケイ素（ＳｉＯ２）等の無機材質層を備えていてもよい。
【００６５】
　接続構造体２００の製造方法の一例について以下に説明する。
【００６６】
　まず、第一の回路電極１２と第二の回路電極２２とが対峙するようにして、回路接続材
料１１０を第一の回路部材１０と第二の回路部材２０との間に介在させる。具体的には、
例えば剥離性基材上に形成されている回路接続材料１１０を第二の回路部材２０の第二の
回路電極２２が形成されている面に貼り合わせる。この状態で加熱及び加圧して回路接続
材料１１０を第二の回路部材２０上に仮圧着する。その後、回路接続材料１１０から剥離
性基材を剥離し、第一の回路部材１０を、第一の回路電極１２と第二の回路電極２２の位
置合せしながら、回路接続材料１１０上に載せて、第二の回路部材２０、回路接続材料１
１０及び第一の回路部材１０がこの順で積層された積層体を作製する。
【００６７】
　次に、第二の回路部材２０の下方、すなわち第二の回路部材２０の回路接続材料１１０
側とは反対側から近赤外線領域の光を照射し、第一の回路部材１０を第二の回路部材２０
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に向けて加圧する。これによって、回路接続材料１１０が硬化して、第一の回路部材１０
と第二の回路部材２０とが接続されるとともに、第一の回路電極１２と第二の回路電極２
２とが電気的に接続され、接続構造体２００を得ることができる。なお、第二の回路部材
２０は、波長８００～１２００ｎｍの範囲内の光の分光透過率が５０％以上であることが
好ましい。したがって、第二の基板２１は、ガラス基板又はプラスチック基板であること
が好ましい。
【００６８】
　上記積層体に近赤外線領域の光を照射し加圧する条件は、回路接続材料１１０が硬化し
て十分な接着強度が得られるように適宜調整することができる。なお、加圧と近赤外線領
域の光の照射とのタイミングは必ずしも限定されるものではなく、近赤外線領域の光を照
射する際に、第一の回路部材１０及び第二の回路部材が回路接続材料１１０に密着してい
ればよい。また、近赤外線領域の光の照射する際に、併せて圧着ツール等を用いて、積層
体を例えば１２０～２５０℃に加熱することが好ましい。これによって、一層短時間で対
向配置された回路部材同士を一層確実に接続することができる。
【００６９】
　なお、接続構造体２００及びその製造方法の説明において、回路接続材料１１０を用い
た場合を説明したが、回路接続材料１１０の代わりに回路接続材料１００または１２０を
用いてもよい。
【００７０】
　以上、本発明の好適な実施形態について説明したが、本発明は上記実施形態に何ら限定
されるものではない。例えば、本発明の回路接続材料は、図１～３に示すようなフィルム
の形態であってもよく、ペーストの形態であってもよい。なお、本実施形態に係る回路接
続材料は、回路基板同士の接続や、ＩＣチップなどの電子部品と配線基板との接続等に好
適に用いることができる。
【実施例】
【００７１】
　以下、実施例及び比較例に基づき本発明をさらに具体的に説明するが、本発明は以下の
実施例に何ら限定されるものではない。
【００７２】
（実施例１）
　フェノキシ樹脂（ユニオンカーバイド社製、商品名ＰＫＨＣ）３２質量部、ビスフェノ
ールＡ型エポキシ樹脂中にアクリル粒子（２０質量％、平均粒子径０．２μｍ）が分散し
ているアクリル粒子含有樹脂（株式会社日本触媒製、商品名：ＢＰＡ３２８）１０質量部
、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（油化シェルエポキシ株式会社製、商品名：ＹＬ９８
０）２０質量部、イミダゾール系硬化剤（旭化成株式会社製、商品名：ノバキュアＨＸ－
３９４１）３４質量部、フタロシアニン系化合物である近赤外線吸収色素（株式会社日本
触媒製、商品名：イーエクスカラー　ＨＡ－１）１質量部、及びシランカップリング剤（
日本ユニカー株式会社製、商品名：Ａ１８７）３質量部を、溶剤であるトルエンに溶解し
、樹脂固形分５０質量％の絶縁性接着剤層形成用の塗布液Ａを得た。各原料の配合割合を
表１に示す。
【００７３】
　次いで、この絶縁性接着剤層形成用の塗布液Ａを、片面（塗布液を塗布する面）に離型
処理が施された厚み５０μｍのＰＥＴフィルムに塗工装置を用いて塗布し、７０℃で１０
分間熱風乾燥することにより、ＰＥＴフィルム上に厚み１３μmの絶縁性接着剤層（ａ）
を形成した。
【００７４】
　次に、フェノキシ樹脂（ユニオンカーバイド社製、商品名：ＰＫＨＣ）３２質量部、ビ
スフェノールＡ型エポキシ樹脂中にアクリル粒子（２０質量％、平均粒子径０．２μｍ）
が分散しているアクリル粒子含有樹脂（株式会社日本触媒製、商品名：ＢＰＡ３２８）２
０質量部、イミダゾール系硬化剤（旭化成株式会社製、商品名：ノバキュアＨＸ－３９４
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１）３４質量部、フタロシアニン系化合物である近赤外線吸収色素（株式会社日本触媒製
、ＨＡ－１）１質量部、シランカップリング剤（日本ユニカー株式会社製、商品名：Ａ１
８７）３質量部、及びシリコーンゴム（東レダウコーニング株式会社製、商品名：ＥＰ２
１００）３０質量部を、溶剤であるトルエンに溶解し、固形分５０質量％の接着剤液Ｂを
調整した。各原料の配合割合を表１に示す。
【００７５】
　この接着剤液Ｂ１００質量部に、ポリスチレン系核体（直径：３μｍ）の表面にＮｉお
よびＡｕ層が形成された導電粒子（積水化学工業株式会社製、商品名：ミクロパールＡＵ
、平均粒径：３．２μｍ、最外層：Ａｕ）２０質量部を分散して導電性接着剤層形成用の
塗布液を得た。
【００７６】
　この導電性接着剤層形成用の塗布液を、片面（塗布液を塗布する面）に離型処理が施さ
れた厚み５０μｍのＰＥＴフィルムに塗工装置を用いて塗布し、７０℃で１０分間熱風乾
燥することにより、該ＰＥＴフィルム上に厚み１０μmの導電性接着剤層（ｂ）を形成し
た。
【００７７】
　ＰＥＴフィルム上にそれぞれ形成された絶縁性接着剤層（ａ）と導電性接着剤層（ｂ）
とを、絶縁性接着剤層（ａ）と導電性接着剤層（ｂ）とが接触するように、４０℃で加熱
しながらロールラミネータでラミネートして、絶縁性接着剤層（ａ）の厚みが１３μｍ、
導電性接着剤層（ｂ）の厚みが１０μｍである、２層構造の回路接続材料を得た。この回
路接続材料は導電粒子を含有する接着剤層と導電粒子を含有しない接着剤層とが積層され
た構造を有する。
【００７８】
　当該回路接続材料を用いて、金バンプ（面積：３０×５０μｍ、バンプ高さ：１５μｍ
、バンプ数：３００）付きチップ（１．２×１９ｍｍ、厚み：５００μｍ）とガラス基板
の一方の面上にＩＴＯ回路が形成されたＩＴＯ回路付きガラス基板（ＩＴＯ回路厚み：０
．１５μｍ、ガラス基板厚み：０．５ｍｍ）との接続を、次の通り行った。
【００７９】
　所定のサイズ（１．５×２０ｍｍ）に切り出した２層構造の回路接続材料を、ＩＴＯ回
路付きガラス基板に、８０℃、０．９８ＭＰａ（１０ｋｇｆ／ｃｍ２）の条件で１秒間加
熱加圧することにより貼り付けて積層体を得た。なお、この際、導電性接着剤層（ｂ）上
のＰＥＴフィルムを剥離した後、２層構造の回路接続材料の導電性接着剤層（ｂ）がＩＴ
Ｏ回路に接着するようにして、回路接続材料をＩＴＯ回路付きガラス基板に貼り付けた。
【００８０】
　次いで、回路接続材料の絶縁性接着剤層（ａ）側のＰＥＴフィルムを剥離し、金バンプ
付きチップのバンプとＩＴＯ回路付きガラス基板との位置合わせを行った後、上記積層体
のＩＴＯ回路付きガラス基板側から近赤外線領域の光を照射しながら、チップのバンプを
有する面を回路接続材料の絶縁性接着剤層（ａ）に向けて、圧着ツールを用いて加圧する
ことにより、積層体と金バンプ付きチップとの本接続を行った。これによって、回路接続
材料を介してチップとＩＴＯ回路付きガラス基板とが接続された接続構造体を得た。本接
続の条件は、加熱温度：２３０℃、加圧圧力：４０ｇ／バンプ、加熱加圧時間：３秒間と
した。近赤外線の照射は、光源として波長９０４ｎｍの半導体レーザーを用い、光量２．
５Ｗ／ｍｍ２の近赤外線光で行った。なお、上記加熱温度（２３０℃）は加熱加圧時の回
路接続材料の温度であり、近赤外線照射によって到達した温度である。
【００８１】
［硬化反応率の測定］
　上記本接続時の回路接続材料の硬化反応率を次の通り求めた。まず、ＤＳＣ（示差走査
熱分析）を用いて本接続前後におけるそれぞれの発熱量を測定し、当該測定結果を用いて
下記式（１）により算出した。算出結果を表３に示す。なお、本接続後の発熱量は、接続
された接続構造体の回路接続部からサンプルを採取して測定を行った。
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【００８２】
　硬化反応率（％）＝（Ｑ０－ＱＴ）／Ｑ０×１００　　　（１）
　［式（１）におけるＱ０は本接続前の発熱量を、ＱＴは本接続後の発熱量を示す。］
【００８３】
　次に、得られた接続構造体を、８５℃、８５％ＲＨの環境下で１０００時間保存した。
保存後、以下の通りにして、接続抵抗値と反り量との測定を行った。結果を表３に示す。
【００８４】
［接続抵抗値の測定］
　デジタルマルチメータを用いて、上記環境下で保存した後の接続構造体の１バンプ毎の
接続抵抗値を４端子法で測定し、導通が良好であるか否かを評価した。全てのバンプの接
続抵抗値が２０Ω以下の場合を「Ａ」、接続抵抗値が２０Ωを越えるバンプを含む場合「
Ｂ」と評価した。
【００８５】
［反り量の測定］
　表面形状測定機（（株）小坂研究所社製、商品名：表面粗さ測定機／ＳＥ３５００）を
用いて、上記環境下で保存した後の接続構造体におけるガラス基板裏面（ＩＴＯ回路付き
ガラス基板の回路接続部側とは反対側の面）の最大反り量を測定した。その結果を表３に
示す。
【００８６】
（実施例２）
　塗布液Ａ及び接着剤液Ｂにおける近赤外線吸収色素（株式会社日本触媒製、商品名：イ
ーエクスカラー　ＨＡ－１）の配合量を、それぞれ０．１質量部としたこと以外は、実施
例１と同様にして２層構造の回路接続材料を調製し、接続構造体を作製した。そして、実
施例１と同様にして評価を行った。各原料の配合割合を表１に、評価結果を表３に示す。
【００８７】
（実施例３）
塗布液Ａにおける近赤外線吸収色素（株式会社日本触媒製、商品名：イーエクスカラー　
ＨＡ－１）の配合量を９．６質量部とし、接着剤液Ｂにおける近赤外線吸収色素（株式会
社日本触媒製、商品名：イーエクスカラー　ＨＡ－１）の配合量を８．６質量部としたこ
と以外は、実施例１と同様にして２層構造の回路接続材料を調製し、接続構造体を作製し
た。そして、実施例１と同様にして評価を行った。各原料の配合割合を表１に、評価結果
を表３に示す。
【００８８】
（比較例１）
　塗布液Ａ及び接着剤液Ｂにおける近赤外線吸収色素（株式会社日本触媒製、商品名：イ
ーエクスカラー　ＨＡ－１）の配合量を０．０３質量部としたこと以外は、実施例１と同
様にして２層構造の回路接続材料を調製し、接続構造体を作製した。そして、実施例１と
同様にして評価を行った。各原料の配合割合を表２に、評価結果を表３に示す。
【００８９】
（比較例２）
　塗布液Ａ及び接着剤液Ｂにおける近赤外線吸収色素（株式会社日本触媒製、商品名：イ
ーエクスカラー　ＨＡ－１）の配合量を１５質量部としたこと以外は、実施例１と同様に
して、２層構造の回路接続材料を得た。次いで、実施例１と同様の回路部材を用い、同様
の条件で本接続を行った。そして、実施例１と同様にして評価を行った。各原料の配合割
合を表２に、評価結果を表３に示す。
【００９０】
（比較例３）
　実施例１と同様にして２層構造の回路接続材料を調製し積層体を得た。そして、積層体
と金バンプ付きチップとの本接続の際に、近赤外線領域の光の照射を行わず、圧着ツール
を用いて加熱加圧することにより、積層体と金バンプ付きチップとの本接続を行ったこと
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以外は実施例１と同様にして本接続を行った。これによって、回路接続材料を介してチッ
プとＩＴＯ回路付きガラス基板とが接続された接続構造体を得た。本接続の条件は、加熱
温度：２３０℃、加圧圧力：４０ｇ／バンプ、加熱加圧時間：３秒間とした。そして、実
施例１と同様にして評価を行った。各原料の配合割合を表２に、評価結果を表３に示す。
【００９１】
（比較例４）
　近赤外線吸収色素を配合せず、イミダゾール系硬化剤（旭化成工業社製、商品名ノバキ
ュアＨＸ－３９４１）の配合量を３５質量部としたこと以外は、実施例１と同様にして、
塗布液Ａ及び接着剤液Ｂを調製した。そして、実施例１と同様にして、２層構造の回路接
続材料を調製し、接続構造体を作製して評価を行った。各原料の配合割合を表２に、評価
結果を表３に示す。
【００９２】
【表１】

【００９３】
【表２】

【００９４】
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【表３】

【００９５】
　表３に示す結果から明らかなように、光の波長８００～１２００ｎｍの範囲内で最大吸
収波長を有する近赤外線吸収色素を樹脂固形分全体に対して０．１～１０質量％含有する
回路接続材料を用いて、近赤外線光の照射により硬化させた接続構造体は、耐湿試験後の
接続抵抗値も硬化反応率も良好であった。また、接続構造体の反り量も小さいことが確認
された。
【００９６】
　一方、近赤外線吸収色素を含有していない回路接続材料（比較例４）を用いた場合、耐
湿試験後の接続抵抗値、硬化反応率が劣ることが確認された。また、近赤外線吸収色素の
含有量が０．１質量％未満の回路接続材料（比較例１）においても、耐湿試験後の接続抵
抗値、硬化反応率が劣ることが確認された。更に、近赤外線吸収色素の含有量が１０質量
％より多い回路接続材料（比較例２）においては、耐湿試験後の接続抵抗値が劣ることが
確認された。
【００９７】
　また、熱硬化性樹脂と、導電粒子と、光の波長８００～１２００ｎｍの範囲内で最大吸
収波長を有する近赤外線吸収色素０．１～１０質量％とを含有させた回路接続材料を用い
て、圧着ツールの加熱のみにより接着剤組成物を硬化させた接続構造体（比較例３）は、
耐湿試験後の接続抵抗値が劣り、接続体の反り量も大きいことが確認された。このように
、圧着ツールを用いて回路部材側（金バンプ付きチップ）から加熱するために接続体の反
り量が大きくなっている。
【００９８】
　以上より、本発明の回路接続材料を用いることによって、短時間で回路部材同士を確実
に接続できること、得られる接続構造体が接続信頼性に優れること、接続構造体の反りを
十分に低減できることが確認された。
【図面の簡単な説明】
【００９９】
【図１】本発明の回路接続材料の好適な一実施形態を示す模式断面図である。
【図２】本発明の回路接続材料の別の実施形態を示す模式断面図である。
【図３】本発明の回路接続材料のさらに別の実施形態を示す模式断面図である。
【図４】本発明に係る回路部材の接続構造体の好適な一実施形態を示す模式断面図である
。
【符号の説明】
【０１００】
　１…導電粒子、２…接着剤成分、３…近赤外線吸収色素、５…樹脂成分、４０…導電性
接着剤層、５０…絶縁性接着剤層、１０…第一の回路部材、１１…第一の基板、１２…第
一の回路電極、２０…第二の回路部材、２１…第二の基板、２２…第二の回路電極、３０
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，３２…接着剤組成物、１００，１１０，１２０…回路接続材料、１５０…回路接続部、
２００…接続構造体。

【図１】 【図２】
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